
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

(3) ラスパイレス指数の状況

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

     　　 （短時間勤務））及び会計年度任用職員を含みません。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれています
     　　 が、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

①行財政再建プランによる給料月額の減額措置（平成30年度～令和３年度）が終了したため

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見
直し等に取り組むとされている。

○給料表の改定実施時期
平成２７年４月１日
○内容
一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年
３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

区　　分

区　　分 職員数

令和
３年度

職員手当　　　　　　Ａ

（令和4年1月1日）

岸和田市の給与・定員管理等について

（参考）

千円

6,357

13.4

令和２年度の人件費率

4,614,110

千円

1,304

実 質 収 支

190,853

　　　　　千円

人 件 費歳 出 額住民基本台帳人口

（参考）特例市平均

　　　　　　　千円 　　　　　　％

　　計　　Ｂ

（参考）一人当た

人 件 費 率

　　　　　　Ｂ

12,453,354 14.6

　　　　　　　　　　　％

Ｂ／Ａ　　　　　　Ａ

　　　　　千円

85,320,446 2,276,347

千円

※　令和４年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で
　上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

1,980,020

給　 料

1,160,009

令和
３年度 7,754,139

［　実施　］

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員
　　　　数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給
　　　　月額を100として計算した指数です。

人　

期末・勤勉手当

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

一人当たり給与費り給与費 B/A

　　　２　特例市平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
　　　　　（岸和田市は施行時特例市団体です）

　　　　　千円 千円

5,946

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数については、令和３年４月１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員

人

H31.4.1

97.3

H31.4.1

99.9
H31.4.1

98.9
R2.4.1

97.4

R2.4.1

99.8 R2.4.1

98.9

R3.4.1

97.3

R3.4.1

99.6
R3.4.1

98.8

R4.4.1

99.4

R4.4.1

99.4 R4.4.1

98.7

90.0

95.0

100.0

105.0

岸和田市 特例市平均 全国市平均
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②地域手当の見直し

③その他の見直し内容

(5) 特記事項

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

平均給与月額

円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

円 円

*民間データは、厚生労働省が公表する「賃金構造基本統計調査」において公表されているデータ（平成31年～令和３年の

 ３ヶ年平均）を使用しています。

*技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものでは

 ありません。

*年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては

 前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　　　③小中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円

国基準における場合の支給割合６％に対し、岸和田市においても６％を支給。

管理職員特別勤務手当について、国に準じて制度を導入。（平成２７年４月１日実施）

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在）

平均給与月額

355,383

職員数

43.7

う ち 清 掃 職 員

328,416

（国比較ベース）（Ａ）

国 51.1 2,114

（Ｂ）

54.4

特例市

年収ベース（試算値）比較

6,342,810

351,898

―

平均給料月額

115

32

324,378

286,570

6,386,888

岸和田市 － ―

飲食物調理従事者

区　　分

大阪府

41.9

41.1

区　　分

325,487

408,566

―

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

367,325

317,362

372,084

379,447

387,054

平均給与月額

対応する民間の職種

368,620

337,623

301,592

平均給与月額

49.1

42.1

1.60

348,989

336,747

平均年齢

6,090,640

民間（Ｄ）

384,040

415,855

362,191

291,717

299,612

大阪府

国

う ち 学 校 給 食 調 理 員

41.7

特例市

平均年齢

―

41.8 314,101

42.7

312,212 360,536

405,049

372,403

（国ベース）

429,302

－

336,259

特例市

317,103

323,711

岸和田市

35

区　　分

51.3

民　　　　間

47.0

130岸和田市

375,082

う ち 用 務 員 他に分類されない運搬等従事者

区　　分 平均年齢

―

（国比較ベース）

Ａ／Ｂ

う ち 用 務 員

大阪府

うちその他技能労務員

49.7

374,174

岸和田市

5,723,243

参考

39.7

38.8

410,896

25

公務員

－

344,578

―

平均給料月額

39.9

365,686

平均給与月額

う ち 清 掃 職 員

47.1

51.7

403

廃棄物処理業

うちその他技能労務員

338,537

う ち 学 校 給 食 調 理 員

309,246

271,100

38

236,600

371,838

378,546

352,072

―

2.00

1.79

―

―

1.38

― ―

3,187,900

―

1.37

3,549,000

―

―

1.16

Ｃ／Ｄ

4,266,500

公務員（Ｃ）

306,000 5,842,502
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　　　　④高等学校教育職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース

　　　　（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。　　　

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（注）１　岸和田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（2) 職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在）

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）

（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和４年４月１日現在）

―

－

－154,900高　校　卒

一般職員

一般職員

　　　　　　％

高　校　卒

２等級

　　　　　　人

409,656

0.6

　　　　　　％
主任級

大　学　卒

８等級

５等級

21.4

　　　　　　人 　　　　　　％

６等級

4

26.6
７等級

174

　　　　　　人

262,560

－

307,329

－

324,829

部長又は相当職
　　　　　　　　円

527,500

233,208

291,900

　　　　　　％

大　学　卒

358,900

　　　　　　　　円

203,800

　　　　　　　　円

187,200

　　　　　　人

71

高校教諭

技能労務職

　　　　　　％

140

　　　　　　人

10.9

　　　　　　人

主査級

85

幼稚園教諭

３等級

　　　　　　　　円

383,120

393,000

396,705

－

高　校　卒

一般行政職

最高号給の給料月額

247,600

　　　　　　　　円

234,100

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

410,200

350,000

381,000

　　　　　　　　円

304,200

　　　　　　　　円

146,100

13.0

中　学　卒

高　校　卒

354,755

大　学　卒 315,744

241,600

－

323,059

高　校　卒

187,000

１等級

標準的な職務内容区　　分

４等級

89

主幹級・担当主幹級

－

283,400

　　　　　　人

　　　　　　人

21

課長又は相当職

　　　　　　　　円

70 10.7

403,770

１号給の給料月額

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

243,500

　　　　　　％

13.6

構成比職員数

－

432,106

－

346,335

担当長級

339,556

区　　　　分 経験年数２０年～２５年

大阪府

一般行政職

技能労務職

大　学　卒

大　学　卒

短　大　卒

大　学　卒

高　校　卒

190,400

161,600

小中学校（幼稚園）
教育職

高等学校教育職

209,100

187,000

153,267

209,100 209,100

153,500

399,672

182,200

150,600

41.8

426,307

岸和田市

375,141 445,498

（国比較ベース）

428,447

平均給与月額

大阪府

平均給与月額

42.8

187,300

特例市

岸和田市

区　　分

経験年数１０年～１５年

347,661

427,557

区　　　　　分

41.7

平均年齢 平均給料月額

国

―

360,707

－

420,900

－

経験年数２５年～３０年

209,100

－

444,900

409,540

－

398,237

　　　　　　　　円

337,688

　　　　　　％

357,000

　　　　　　％

　　　　　　　　円

経験年数３０年～３５年

3.2

－

－

　　　　　　　　円
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（2) 国との給料表カーブ比較表（行政職）（令和４年４月１日現在）

８等級

0.6%

８等級

0.5%

８等級

0.7%

７等級

26.6%
７等級

26.2%

７等級

29.3%

６等級

21.4%
６等級

18.8%

６等級

13.3%

５等級

10.9% ５等級

12.1%
５等級

15.3%

４等級

13.0%
４等級

13.1%

４等級

13.2%

３等級

10.7%
３等級

10.7%

３等級

9.0%

２等級

13.6%
２等級

15.2%
２等級

15.6%

１等級

3.2%
１等級

3.4%
１等級

3.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

対象年度の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

国10級

国９級

国８級

国７級

国６級

国５級

国４級 国３級

国２級

国１級

岸和田市１級

岸和田市２級

岸和田市８級

岸和田市７級

岸和田市６級

岸和田市５級

岸和田市４級

岸和田市３級

（百円）
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（3) 昇給への人事評価の活用状況

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額です。

千円

円

％ 人 ％

（2) 退職手当（令和４年４月１日現在）

 (3) 地域手当（令和４年４月１日現在）

活用予定時期 未定 未定

20,313

イ　人事評価を活用している

活用している昇給区分

イ　人事評価を活用している

（2％～45％加算）

1,513 千円

上位、標準、下位の区分

1,325

活用している成績率 支給可能な成績率 支給実績がある成績率 支給可能な成績率

上位、標準の成績率

１人当たり平均支給額（令和３年度）

225,771

国の制度（支給率）支給率

6

支給実績（令和３年度決算）

2.40

0.90

活用予定時期

支給対象地域 支給対象職員数

上位、標準、下位の成績率

岸和田市

1.45

1,518

1.35

標準の区分のみ（一律）

上位、標準の区分

1.90

○

1.902.55

1,650

大阪府

標準、下位の区分

24.586875

ロ　人事評価を活用していない

33.27075

47.709

47.709

標準の成績率のみ（一律）

岸和田市

１人当たり平均支給額（令和３年度）

昇給可能な区分 昇給実績がある区分

1.902.55

1.45

定年前早期退職特例措置

全地域

39.7575

47.709

39.7575

―

国

24.586875

33.27075

47.709

47.709

定年前早期退職特例措置

0.90

6

299,147

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

47.709

19.6695

28.0395

ロ　人事評価を活用していない

令和４年度中における運用 管理職員 一般職員

19.6695

支給実績がある成績率

0.90

○

国

標準、下位の成績率

28.0395

○

昇給可能な区分 昇給実績がある区分

令和４年４月２日から令和５年４月１日までにおける運用 管理職員 一般職員

未定 未定

○
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千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

円

円

円

円

 (4) 特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

12

529,387

千円

（6) その他の手当（令和４年４月１日現在）

76,622

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度）

徴税事務

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 63,321

通勤手当 同じ

同じ

同じ

外勤１日１５０円

２ｋｍ未満支給なし
自動車、２輪車、自転車の
区分で距離別に支給
交通機関　運賃相当額（６
箇月定期代）

手当の名称

16,201

24.9

千円

支給職員１人当たり

定額で支給

国の制度と

との異同 異なる内容

救急業務

319,449

環境課職員

消防職員

救急救命業務

税務手当

支援費支給調査業務

火葬業務

生活福祉課職員

消防職員（救急救命士）

障害者支援課職員

課税事務

主な支給対象業務

手当の種類（手当数）

主な支給対象職員

同じ

借家　家賃に応じた額
（上限28,000円）

千円

94,735

上記に同じ

危険作業手当

斎場に勤務する職員

住宅政策課職員

支援費支給調査手当

ごみ収集業務

293,720

出場作業消防職員

健康推進課職員、消防職員

死体火葬手当

支給実績（令和３年度決算）

管理職手当

3,270

0

2,357

117

使用料徴収業務

手　当　名

国の制度

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

保護家庭指導調査業務

上記に同じ

清掃業務従事手当

支給実績（令和２年度決算）

支給実績（令和３年度決算）

左記職員に対する支給単価

納税課職員

市民税課・固定資産税課職員

防疫作業手当

外勤１日２００円

外勤１日２００円

140,817

住居手当

感染症予防業務

支給実績（令和３年度決算）

3,461

外勤１日３５０円

241

306,488

85,347

外勤１日１００円

出場１回1００円

１日３７５円

3,440

外勤１日２００円

144,402

（令和３年度決算）

平均支給年額

はしご車等による高所作業

出場１回３００円

配偶者、扶養親族（その
他） 6,500円（ただし部長
級は3,500円）
扶養親族（子）10,000円
特定期間の加算 5,000円

（令和３年度決算）

千円

内容及び支給単価

市営住宅使用料徴収手当

消防職員

高所作業手当

救急業務手当

225

１当務１,０００円

１当務３００円180

490

175

213

外勤１日２００円

1

251,571

支給実績

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

扶養手当

2,498

保護世帯調査手当

6



円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×48月×50/100

給料月額×48月×25/100

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）（特例市の人口1万当たり職員数

96

77

・その他(-1)

274

５　特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在）

給

料

990,000

農水

衛生

給 料 月 額 等

0

7

670,600

12

66

消防部門

9

議 員

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

税務

277

労働

副 市 長

職 員 数

11

議会

総務

2

600,000

84

18

副 議 長

・業務増(+1)
・業務見直し(+1)
・民間等委託(-3)
・その他(-8)

　　（令和３年度支給割合）

備　　　　考

439,000

土木

民生

9

区 分

101

普
通
会
計
部
門

市 区 町 村 長

計

副 市 長 850,000

5

商工

教育部門

18

2

189

179

848

令和３年

383

一
般
行
政
部
門

23,760,000

議 長

63

副 議 長

令和４年

911,000

664,000

630,000
報

酬

退
職
手
当

副 市 長

期
末
手
当

市 区 町 村 長

議 長

議 員

1

（参考）特例市における最高／最低額

市 区 町 村 長

3

708,000

178

・業務増(+7)

・業務増(+1)

45.74

466,000

4.30

4.20

10,200,000

主 な 増 減 理 由
対前年
増減数

194

-3

-1

任期毎

4

5

758,000

・その他(+3)

1,120,000

678,600

529,400

0

・業務増(+5)
・業務見直し(-3)
・その他(+3)

任期毎

・業務増(+5)
・業務見直し(+1)
・その他(-2)

46.23

＜参考＞

・業務増(+3)
・その他(+2)

0

　　（令和３年度支給割合）

873 25

387

660,000
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人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口１万当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

　

39歳

＜参考＞

（2)年齢別職員構成の状況（令和４年４月１日現在）

人

～

-1

その他

245

人

31歳

～

以上55歳

188

人

160 284

人

181 220

43歳 47歳

人 人人

21 69.43

64.30

51歳

～

52歳

1

小　計 709

60

～

病院

人

34
職員数

2335

人 人

未満 35歳

125

人

23歳

36歳

［2,438］ [ 　 0   ］

44歳

合　　計

～

区　分

20歳

～

20歳

27歳

2,014

［2,438］

24歳

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

40歳

1,325

・その他(-3)-3

普
通
会
計
部
門

32歳

51

下水道

水道

小　計

570

～

0

28歳

130

～～～

2,034

710

1,304

567

・その他(+1)

（特例市の人口1万当たり職員数

＜参考＞

・業務増(+1)

48歳 60歳

人人

59歳

213 146 2,034

計

106.57

20

56歳

31

51

59

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成

比

%
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(3)職員数の推移

（各年４月１日現在）

0.0%

-1.4%

過去5年間の増
減数・率

288

5.4%

-7.7%

835

289 286

公営企業等会計計

0.6%122,0342,027

834 45

-23297

一般行政 873

178

848849

274

709

178

277

828

消　防

総合計

710

2,014

712 712

2,011 2,0122,022

719 709

178 179178 180 0

教　育

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

-10

H29 R3 R4H30 H31 R2
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７　公営企業職員の状況

(1) 水道事業

①職員給与費の状況

ア　決算

イ　特記事項

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額です。

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数については、令和３年４月１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員
     　　 （短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含みません。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれています
     　　 が、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

24.586875

33.27075

47.709

（注） １　基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。

２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

28.0395

39.7575

47.709

19.6695

28.0395

39.7575

47.709

21,874

19.6695

1,518

2.55 1.90 2.55 1.90

1.45

1,683

0.90 1.45

定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

0 千円 千円

定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

千円

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費99，034千円を含みません。

給与費 B/A

区　　分

令和
3年度

総費用

Ａ

3,502,788

　　　　　　　千円

区　分 平均年齢

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

6,381

（参考）市町村平均

期末・勤勉手当

一人当たり

一人当たり給与費

　　　　占める職員給与費率

　　　　　千円 　　　　　　　　　　　％

10.5

　　計　　Ｂ

20,313

33.27075

47.709

1,513

235,556

職員給与費率　B／A

47.709

325,426

千円

平均月収額

職員手当

％

288,797

基本給

51

令和
3年度

１人当たり平均支給額（令和３年度）

6,028

１人当たり平均支給額（令和３年度）

千円

8.2

　　　　　　Ａ 給　 料

市町村平均 45.5 335,492

岸和田市（水道事業）

総費用に占める純損益又は (参考)　２年度の総費用に職員給与費

B

501,390

0.90

岸和田市

46.2 363,967 507,599岸和田市（水道事業）

実質収支

198,306 41,294 85,826

千円千円 　　　　　千円 千円人

岸和田市（水道事業）

47.709

岸和田市

24.586875
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ウ　地域手当（令和４年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（令和４年４月１日現在）

円

円

円

円

301,700

扶養手当

配偶者、扶養親族（その
他） 6,500円（ただし部長
級は3,500円）
扶養親族（子）10,000円
特定期間の加算 5,000円

同じ 7,460 千円

同じ 4,483 千円

257,254

住居手当
借家　家賃に応じた額
（上限28,000円）

同じ 3,017

106,746

管理職手当 定額で支給 同じ 6,704 千円 515,692

通勤手当

２ｋｍ未満支給なし
自動車、２輪車、自転車
の区分で距離別に支給
交通機関　運賃相当額（６
箇月定期代）

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

手当の種類（手当数）

　円

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （令和３年度決算） 平均支給年額

（令和３年度決算）

支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（令和３年度決算）

　％

12,966

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 254,235

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度）

支給実績（令和３年度決算） ―

―

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） ―

支給実績（令和３年度決算）

支給率

全地域 6 51 6

6,663

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 190

0

支給実績（令和２年度決算） 7,459

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 137

千円

千円

支給対象地域
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(2) 下水道事業

①職員給与費の状況

ア　決算

イ　特記事項

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額です。

２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

（注） １　基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。

0

47.709

定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

1,729 千円

47.709

47.709

19.6695

28.0395

39.7575

千円

47.709 47.709

定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

1,513 20,313

1.45 0.90 1.45 0.90

19.6695

33.27075 33.2707528.0395

39.7575

岸和田市（下水道事業） 岸和田市

24.586875 24.586875

47.709

岸和田市（下水道事業） 岸和田市

１人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

1,631 1,518

2.55 1.90 2.55 1.90

区　分 平均年齢 基本給 平均月収額

千円 千円

5,920

千円 　　　　　千円

岸和田市（下水道事
業） 46.5 383,825 588,134

市町村平均 43.9 331,629 493,022

6,208

令和
3年度 25,416 55,463 211,071

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれています
     　　 が、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

一人当たり給与費給与費 B/A

人 千円 千円

34

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

130,192

令和
３年度

　　　　　　　千円 　　　　　千円 千円 ％ 　　　　　　　　　　　％

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数については、令和３年４月１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員
     　　 （短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含みません。

6,096,880 985,041 283,097 4.6 4.2

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費40，034千円を含みません。

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）市町村平均

区　　分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める (参考)　２年度の総費用に

Ａ 実質収支 B 職員給与費率　B／A 　　　　占める職員給与費率
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ウ　地域手当（令和４年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

千円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（令和４年４月１日現在）

円

円

円

円

67,595

管理職手当 定額で支給 同じ

住居手当
借家　家賃に応じた額
（上限28,000円）

同じ 2,267 千円 251,889

扶養手当

配偶者、扶養親族（その
他） 6,500円（ただし部長
級は3,500円）
扶養親族（子）10,000円
特定期間の加算 5,000円

5,256 千円 525,600

通勤手当

２ｋｍ未満支給なし
自動車、２輪車、自転車
の区分で距離別に支給
交通機関　運賃相当額（６
箇月定期代）

同じ 2,028 千円

（令和３年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （令和３年度決算） 平均支給年額

同じ 4,422 千円 219,571

終末処理場業務手当 終末処理場に勤務する職員 汚水処理関連業務 253 １日150円

支給実績（令和3年度決算） 2,648

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 126

支給実績（令和２年度決算） 5,524

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 162

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

全地域 6 34 6

支給実績（令和３年度決算） 254 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 28,167 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度） 26.5 　％

手当の種類（手当数） 2

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績（令和３年度決算） 左記職員に対する支給単価

支給実績（令和３年度決算） 8,542

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 251,221

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）
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８　職員の福祉及び利益の保護

(1）職員安全衛生事業

主な事業

(2）福利厚生事業

岸和田市職員厚生会

負担金及び会費の状況

主な事業

観劇、チケット斡旋など

認定クラブ補助

文化事業

クラブ助成事業

ソフトボール大会、ボウリング大会、ハイキングなど

事業主負担金（職員１名あたり）

子宮がん検診 胃がん検診 腰痛・頸肩腕検診

なし 6,000円／年

定期健康診断 VDT検診 乳がん検診

体育事業

会費
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